
自治体名：品川区

(単位:千円)

事業概要

　　　　①目的・効果
　　　　②交付金を充当する経費内容
　　　　③積算根拠（対象数、単価等）
　　　　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

1

住民税非課税世帯物価高騰
対策追加給付金

※令和５年度実施事業

生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金および事務費
③R5、R6の累計給付金額
　　R5年度分の住民税非課税世帯　39,777世帯×70千円
　　　のうちR6計画分
　事務費74,544千円
　　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）
　　業務委託料、使用料及び賃借料
④R5年度分の住民税非課税世帯　（39,777世帯）

342,224    342,224    R6.1 R6.4
対象世帯に対して
令和6年1月までに
支給を開始する

ホームページ、広報誌

2

定額減税補足給付金・子育
て世帯生活支援特別給付
金・住民税非課税世帯等物
価高騰対策支援給付金

税務課
子育て応援課
生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金および事務費
③R5、R6の累計給付金額
　　令和５年度均等割のみ課税世帯　4,533世帯×100千円
　　令和６年度非課税化世帯　7,006世帯×100千円
　　令和６年度均等割のみ課税化世帯　1,888世帯×100千円
　　子ども加算　4,213人×50千円
　　定額減税を補足する給付の対象者　52,561人(1,210,470千円）
　　　のうちR6計画分
　　（国庫返還相当額等　23,410千円含む）
　事務費　207,528千円
　　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）
　　業務委託料、使用料及び賃借料
　　（国庫返還相当額等350千円含む）
④低所得世帯等の給付対象世帯数（13,427世帯）、定額減税を補足
する給付の対象者数（52,561人）

2,405,608  2,405,608  R6.3 R6.12
対象世帯に対して
令和6年3月までに
支給を開始する

ホームページ、広報誌

3 No.2事業（事務費）
税務課
子育て応援課
生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付にかかる事務費
③事務費24,899千円
　　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）
　　業務委託料、使用料及び賃借料
④低所得世帯等の給付対象世帯数（13,427世帯）、定額減税を補足
する給付の対象者数（52,561人）

24,899     24,899     R6.3 R6.12
対象世帯に対して
令和6年3月までに
支給を開始する

ホームページ、広報誌

4

共通商品券普及促進事業
（プレミアム付区内共通商
品券発行助成）（春季前倒
し実施分）

地域産業振興
課

①エネルギー価格や物価高騰により区民生活が圧迫されている状況
を踏まえ、区内の地域経済の再生に向けて、プレミアム率20％を付
与した春季商品券事業を前倒し実施する。
②共通商品券事業費（品川区商店街連合会への補助事業）
③プレミアム分1,000,000千円×20％＝200,000千円
　事務費分40,838千円
　　印刷代9,000千円、販売手数料11,000千円、
　　申込受付委託分2,500千円、管理運営費等18,338千円
④区内対象店舗利用者（品川区商店街振興組合連合会を経由）

240,838    210,000    R6.4 R7.3 販売率95％ ホームページ、広報誌

3,013,569 2,982,731

№

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業一覧（実施計画）

計

実施状況の公表等成果目標事業終期 事業始期
 臨時交付金
交付対象経費

総事業費所管課交付対象事業
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